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アドビ、ビジネスパーソンの環境貢献意識についての調査を実施 
～ビジネスパーソンが貢献できていると思う環境貢献活動のトップは「ペーパーレス」～ 

 

【2023 年 9 月 19 日】 

アドビ株式会社（本社：東京都品川区、社長：クレア ダーレイ、以下 アドビ）は本日、全国の

ビジネスパーソン 1,050 名（営業、広報・宣伝、法務、情報システム、総務・人事、経理・財

務、経営・経営企画、からなる計 7 つの職種）を対象に実施した、「ビジネスパーソンの環境

貢献意識」についての調査結果を発表しました。 

今回の調査で明らかになった主な結果は以下の通りです。 

※本プレスリリースで紹介している法務、経理・財務以外の職種に絞った結果サマリー（計 5

種）は、別添資料をご参照ください。 

 自身が勤めている会社が「環境貢献できている」と感じている人は、全体の 37%程度 

 ビジネスパーソンが貢献できていると思う環境活動のトップは「ペーパーレス」 

 業務内で意識的に減らしている紙資料は、「打ち合わせ資料」が最多で、次いで「社内の

提出書類」、「業務マニュアル」の順に 

 ペーパーレスが進んでいるものの、「紙の方が丁寧だから」という理由で資料を紙で出力

した経験があるビジネスパーソンは全体の約 6 割 

 環境貢献活動における法務担当の苦労していることの 1 位に「契約書などの紙資料が減ら

ない」ことが挙げられ、また半数以上が電子契約・電子サインの導入は「紙資源の削減」

に繋がると環境貢献の魅力を実感 

 経理・財務担当の過半数がペーパーレス化の進行に賛成するも、3 割超が「社内での紙依存

意識が強い（文化・慣例が残っているなど）」ことが障壁になっていると指摘 

  

https://www.adobe.com/content/dam/cc/jp/news-room/pdfs/202309/appendix_20230919_business-people-environmental-awareness-survey.pdf


 
 

◆自身が勤めている会社が「環境貢献できている」と感じているビジネスパーソンは、全体の

37%程度 

はじめに、自身が勤めている会社が環境

貢献をできていると感じるかどうかを尋

ねたところ、「できている」と回答した

のはビジネスパーソン全体（1,050 名）の

37.1%という結果になりました。各社、

様々な形で環境問題についての発信が続

けられていますが、実際に働く中で環境

貢献ができていることを実感しているビ

ジネスパーソンは全体の 4 割を満たして

いないことが分かりました。 

◆ビジネスパーソン自身が貢献できていると思う環境活動のトップは「ペーパーレス」 

続いて、ビジネスパーソン自身が「貢献できていると思う環境活動」について尋ねたところ、

半数以上の 55.8%が「ペーパーレス」と回答しました。ペーパーレスはビジネスパーソンにと

って、最も取り掛かりやすい環境活動であることが分かります。 

 

Q. 自身が勤めている会社が、「環境貢献できている」と感じるか
（ｎ＝ビジネスパーソン1,050ss）

※小数点第2位を四捨五入してパーセンテージを算出。

できている

37.1%
どちらでもない

37.2%

できていない

25.6%

Q. 職場環境で自身が貢献できていると思う環境活動は？［複数回答］ （ｎ＝ビジネスパーソン1,050ss）

55.8%
49.5%

33.9%

31.6%

30.6%

26.9%

17%

12.3%

8.1%

2.8%

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

ペーパーレス

ごみの削減

冷暖房の室温管理やクールビズ

テレワークの導入（電車・車出勤等による環境負荷の低減）

照明機器の間引きや不使用時の消灯

社内会議のテレビ会議化

社内のＩＴ環境の改善

フリーアドレスの導入

社用車のエコ化

その他



 
 

◆業務内で意識的に減らしている紙資料は、「打ち合わせ資料」が最多。次いで「社内の提出

書類」、「業務マニュアル」の順に 

ペーパーレスの内容をみると、意識的に紙出力を減らしている資料は、上から順に「打ち合わ

せ資料（49.3%）」、「掲示物や報告書など組織内の提出資料（40.6%）」、「業務マニュアル

（30.3%）」と続きました。 

 

◆「紙の方が丁寧だから」という理由で、資料を紙で出力した経験があるビジネスパーソンは

全体の約 6 割 

また、「“紙の方が丁寧だから”という理由

で、資料を紙で出力した経験」について尋ね

てみると、「ある」と回答したのは全体の約

6 割に及びました。環境への意識とは裏腹

に、人とのつながりや作法を重んじて紙出力

をした経験のあるビジネスパーソンが多いこ

とが明らかとなりました。  

Q. 「通常の業務内で意識的に紙出力を減らしている資料」は？［複数回答］ （ｎ＝ビジネスパーソン1,050ss）

順位 項目 % 順位 項目 %

4位 企画書・提案書 22.1%

5位 稟議書など組織内の決裁書類 21.7%

6位 取引先からの共有資料 20.1%

7位 見積や請求書 18.9%

8位 領収書 11.5%

9位 契約書など社外との重要書類 11.0%

10位 名刺 8.2%

その他 4.3%

49.3%1位 打ち合わせ資料

40.6%
掲示物や報告書など
組織内の提出書類

2位

3位 業務マニュアル 30.3%

Q. 「紙の方が丁寧だから」という理由で、資料を紙で出力をした経験は？
（ｎ＝ビジネスパーソン1,050ss）

ある

58.6%

ない

41.4%



 
 

◆法務担当の環境貢献意識： 

環境貢献活動における法務担当の苦労していること 1 位は「契約書などの紙資料が減らない」 

続いて、職種別に尋ねた調査結果を見ていきます。 

法務担当（150 名）に環境貢献活動における法務担当の苦労している点を尋ねたところ、「契約

書などの紙資料が減らない」が 45.3%で、他の回答から 20 ポイントの差をつけてトップの回答

となりました。公的な文書を残すために、まだまだ紙資料の存在は必要なものだと考えられて

いるようです。 

続いて、電子契約・電子サインの導入について尋ねたところ、「紙資源を削減することに貢献

できると感じる」という回答が過半数となりました。電子契約・電子サインの導入には様々な

メリットがある中、現場で働く法務担当者の間では、環境貢献に寄与する一面にも魅力を感じ

ていることが明らかになりました。  

Q. 環境貢献活動における法務担当の苦労［複数回答］ （n＝法務担当 150ss）

その他の回答
項目 %

法務部の役割が明確でない 23.3%

既存・新規サプライヤーをマネジメントする環境基準の策定・適用を実行することが難しい 18.7%

新しい契約書のテンプレートと契約プロセスの整備ができていない 12.7%

地球環境貢献のために何をすれば良いのかわからない 10.7%

環境法について、自社の同僚や経営層に周知・理解してもらうことができない 10.0%

環境基準の厳しさにより、新規サプライヤーとの契約数が低下している 4.7%

その他 6.0%

45.3%

契約書などの紙資料が

減らない

Q. 電子契約・電子サインの導入について、どのように感じるか［複数回答］ （ｎ＝法務担当 150ss）

51.3%
36.0%

29.3%

26.7%

17.3%

17.3%

14.7%

10.0%

3.3%

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

紙資源を削減することに貢献できると感じる

テレワークなど柔軟な働き方への対応が可能になると感じる

法務担当の実務におけるワークフローが改善されると感じる

契約関連の業務を効率化・迅速化することが可能になると感じる

得意先のニーズに応えることができると感じる

紙文書と比較し、不正な持ち出しや紛失などのリスクを抑えることができると感じる

導入に当たって社内外の理解を得るのが難しいと感じる

文書の信頼性が上がると感じる

その他



 
 

◆経理・財務担当の環境貢献意識： 

経理・財務担当の過半数がペーパーレス化の進行に賛成！その理由とは？  

請求書など、紙資料に追われているイメージの強い経理・財務担当（150 名）に経理業務におけ

るペーパーレス化を進行したいと思うかどうかの意向について尋ねたところ、過半数が「そう

思う」と回答しました。その理由として「書類の保管場所が少なくてすむから」や「紙出力に

かかる費用がもったいないと感じるから」など、半数以上から紙出力によるコストに関する理

由が挙げられました。 

次に、請求書などの経理業務のペーパーレス化に関して困っていることを尋ねると、「社内で

の紙依存意識が強い（文化・慣例が残っているなど）」が最多で、3 割超の方から回答がありま

した。経理・財務担当者を困らせているのは、システム面などでの課題以上に、会社の文化面

での課題のほうが大きい傾向が明らかになりました。  

Q.経理業務においてペーパーレス化を進行したいと思うか
（ｎ＝経理・財務担当 150ss）

ペーパーレス化を進行したい理由
項目 %

書類の保管場所が少なくてすむから 57.9%
紙出力にかかる費用がもったいないと感じるから 53.9%
紙だと作業効率（ワークフロー）が悪いから 36.8%

業務の効率化による生産性の向上につながるから 34.2%

リモートワークをしたいから 26.3%

紙で管理するよりも、正確な管理が実現できるから 25.0%

環境貢献すべきであると考えるから 22.4%

統合化されたデータを経営に活用できるから 14.5%

書類に追われる心理的な負担から解放されるから 14.5%

その他 1.3%

そう思う

50.6%どちらともいえない

34.7%

そう思わない

14.7%

Q. 請求書等のペーパーレス化において、困っていること［複数回答］ （ｎ＝経理・財務担当 150ss）

32.7%
26.7%

22.7%

21.3%

21.3%

17.3%

15.3%

2.0%

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

社内での紙依存意識が強い（文化・慣例が残っている等）

デジタルに対応した業務フローが導入されていない

経営陣の対応が遅い

取引先企業でのペーパーレス化が進んでいない

法律上デジタル化できない書類が多い

社内的にペーパーレス化の意図が理解できていない（オフィス出社にこだわったワークスタイルの発想）

経営陣も含めた社員の「ＩＴリテラシー」の低さ

その他



 
 

今回の調査結果を受け、アドビ株式会社マーケティング本部デジタルメディア ビジネスマーケ

ティング執行役員の竹嶋拓也は次のように述べています。 

「今回の調査で、半数以上のビジネスパーソンが環境貢献に寄与するための活動として、ペー

パーレスを実践していることが明らかになりました。一方で、ビジネスパーソンの約 6 割が

『紙の方が丁寧だから』という理由で、紙で出力した経験があると回答しました。経理・財務

担当への調査では、回答者の 3 割超が、文化や慣習による『社内での紙依存意識の強さ』がペ

ーパーレスに移行する際の障壁になっているとしており、意識変革によって解決される課題も

見えてきました。アドビは、ペーパーレスの加速にも有用な PDF の開発元として、あらゆる業

務のデジタル化を支援するオールインワンツール『Adobe Acrobat』の機能拡充を行い、利便性

を発信し続けることで、環境貢献の推進に寄与して参ります。」 

 

「ビジネスパーソンの環境貢献意識に関する調査」概要 

サンプル数 ：1,050 名（7 職種別に各 150 名ずつ均等に割り付けて調査） 

調査対象 ： 

営業、広報・宣伝、法務、情報システム、総務・人事、経理・財務、経営・経営企画の 7 職種

に従事するビジネスパーソン 

調査手法 ：インターネット調査 

調査期間 ：2023 年 6 月 2 日～6 月 5 日 

調査主体 ：アドビ株式会社 

調査実施機関 ：株式会社ディーアンドエム 

■「アドビ」について  

アドビは、「世界を動かすデジタル体験を」をミッションとして、3 つのクラウドソリューション

で、優れた顧客体験を提供できるよう企業・個人のお客様を支援しています。Creative Cloud は、

写真、デザイン、ビデオ、web、UX などのための 20 以上の デスクトップアプリやモバイルアプ

リ、サービスを提供しています。Document Cloud では、デジタル文書の作成、編集、共有、スキ

ャン、署名が簡単にでき、デバイスに関わらず文書のやり取りと共同作業が安全に行えます。

https://www.adobe.com/jp/creativecloud.html
https://acrobat.adobe.com/jp/ja/


 
 

Experience Cloud は、コンテンツ管理、パーソナライゼーション、データ分析、コマースに対し、

顧客ロイヤルティおよび企業の長期的な成功を推進する優れた顧客体験の提供を支援しています。

これら製品、サービスの多くで、アドビの人工知能（AI）と機械学習のプラットフォームである

Adobe Sensei を活用しています。 

アドビ株式会社は米 Adobe Inc.の日本法人です。日本市場においては、人々の創造性を解放するデ

ジタルトランスフォーメーションを推進するため、「心、おどる、デジタル」というビジョンのも

と、心にひびく、社会がつながる、幸せなデジタル社会の実現を目指します。 

アドビに関する詳細な情報は、web サイト（https://www.adobe.com/jp/about-adobe.html）をご

覧ください。 
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